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セーフティプロモーションスクールの校内ヒヤリハット事例共有システムの 

試行に参加した中学生における安全に関する学習意識の変化について 

 

藤田
ふ じ た

 大輔
だいすけ

 

 

健康安全教育系（健康安全科学部門） 

 

 

 

 セーフティプロモーションスクールにおける教科横断的な活動の一環として校内ヒヤリ

ハット事例共有システムの試行に参加した中学校に在籍している生徒を対象として、2021

年度と 2023 年度に、安全に関する学習に対する意識調査を行った。その結果、入学年時に

比べて第３学年時において、「安全」に関するアクティブ・ラーニングの目標となる「主体

的な学び」、「対話的な学び」、「深い学び」について、学びを進めていくことの必要性を認め

る回答が増加していた。また校内ヒヤリハット事例の共有活動の充実に対する意識と、安全

に関する「深い学び」との間に関連性が観察された。これらの結果から、セーフティプロモ

ーションスクール活動の一環として教科横断的に校内ヒヤリハット事例共有システムを活

用することにより、中学生の安全に関する意識の向上に影響を及ぼす可能性のあることが

推測された。 

 

 

キーワード：セーフティプロモーションスクール、校内ヒヤリハット事例共有システム、 

中学生、安全に関する学習意識 

 

Ⅰ．はじめに 

大阪教育大学では、平成 13年 6月 8日に発生した附属池田小学校事件の反省と教訓を基

に、事件の再発防止と学校における安全教育と安全管理、そして組織活動の有機的連携を含

めた包括的かつ持続可能な学校安全の推進を目指した「セーフティプロモーションスクー

ル」[1-3]の普及に取り組んでいるところである。このセーフティプロモーションスクール

とは、平成 25年に閣議決定された「第 2期教育振興基本計画」[4]に示された「学校安全の

推進」における「自助・共助・公助」の理念のもと、わが国独自の学校安全（生活安全・災

害安全・交通安全）の考え方を基盤とする包括的な安全推進を支援することを目的として、

大阪教育大学が新たに創設した取組である。具体的にはセーフティプロモーションスクー

ルとは、学校独自の学校安全の推進を目的とした中期目標・中期計画を明確に設定し、その

目標と計画を達成するための組織(Team)の整備と S-PDCAS サイクル(Strategy - Plan - Do 

- Check - Act – Share)に基づく実践と協働、さらに分析による客観的な根拠に基づいた

評価の共有が継続されていると認定された学校をセーフティプロモーションスクールとし

て認証しようとする制度である。特にこの認証にあたっては、「安全が確保された、完成さ

れた安全な学校」であることを基準とするのではなく、「教職員・児童（生徒・学生・幼児
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を含む）・保護者、さらには子どもの安全に関わる地域の機関や人々が学校安全の重要性を

共感し、そして組織的かつ継続可能な学校安全の取組が着実に協働して実践され展開され

る条件が整備されている学校」であると客観的に評価されることが重要であると考えられ

ている。そのためセーフティプロモーションスクールとは、「包括的かつ協働的な学校安全

の推進をゴール（目標）とするスタートラインに立っていると認定された学校」であると言

い換えることが可能である。 

このセーフティプロモーションスクールの取り組みは、文部科学省初等中等教育局の平

成 30 年度から令和 2 年度までの「学校安全総合支援事業」、さらに令和 3 年度から始まっ

た文部科学省総合教育政策局の「学校安全推進事業」にも継続され、わが国におけるセーフ

ティプロモーションスクール活動の着実な普及が図られているところである。セーフティ

プロモーションスクール認証校は、令和 5年 12月末時点で、日本国内で 50校園（うち再認

証 10校園、再々認証 5校）、海外（中華人民共和国、タイ王国、連合王国（イギリス）、台

湾）で 35校園となっている。さらに日本国内の 12校園、中華人民共和国やタイ王国、イギ

リスの 62校園が、学校安全の推進を通じたセーフティプロモーションスクールの認証を目

指した活動をそれぞれ展開しているところである。このように、当初は日本独自の制度とし

て開発したセーフティプロモーションスクール活動であるが、アジア・太平洋地域をはじめ

世界各地の学校安全に従事している教育研究機関の関係者がわが国のセーフティプロモー

ションスクール活動に関心を持ち、それぞれの国における教育制度に基づいたセーフティ

プロモーションスクール活動が国際的に展開されている[5]ところである。 

このように国内外での普及が進められているセーフティプロモーションスクールにおけ

る活動のエビデンスとなる客観的な評価基準の方向性について検討する必要があると考え、

令和元年度末時点における日本国内のセーフティプロモーションスクール認証校を対象に、

各校内で発生した外傷の受療状況と災害共済給付の申請状況、セーフティプロモーション

スクール活動に関わった児童生徒・教職員・PTA及び地域住民の「学校安全」に関わる安全

意識と安全行動の変化を評価するための基礎的資料を得るための調査を実施した。その結

果、セーフティプロモーションスクール活動の継続年数の違いによって、災害共済給付件数

の低下に関わる効果を観察し、併せてセーフティプロモーションスクール活動に関わる児

童生徒及び教職員の学校安全に関わる意識と行動に及ぼす効果の可能性の一部が観察され

た[6]。 

そこで今回、セーフティプロモーションスクール活動を継続している中学校のうち、校内

ヒヤリハット事例共有システムの試行に参加した中学校に在籍する 1 年生と 3 年生を対象

とし、セーフティプロモーションスクール活動の中で展開される教科横断的な安全に関わ

る学習活動の教材として設計した「校内ヒヤリハット事例共有システム」の試行的運用への

継続した参加が、安全な学校環境の構築を目指す活動の基盤になると想定される中学生に

おける「安全意識」の形成に及ぼす影響について、特にアクティブ・ラーニングの視点から

の教育効果について検討したいと考えた。 

 

Ⅱ．方  法 

 調査は、大阪府下でセーフティプロモーションスクール活動を継続している中学校のう

ち、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行に同意が得られた中学校に在籍している生

徒を対象に、Google Formを活用し、「安全な学校環境の構築に関する意識調査」と題した

オンライン型アンケート調査を 2 回実施した。まず第 1 回目の調査は、校内ヒヤリハット
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事例共有システムの試行が始まった 2021（令和 3）年 8月に、第 2回の調査は試行開始 2年

後となる 2023（令和 5）年 9月に、それぞれ調査協力校の担当者を通じて在籍している全生

徒へ調査への協力を要請して実施した。 

特に今回の調査対象となった中学校では、平成 29年に告示された中学校学習指導要領[7]

の第 1 章総則の「第 1 中学校教育の基本と教育課程の役割」に示されている、「生徒や学

校，地域の実態を適切に把握し，教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横

断的な視点で組み立てていくこと，教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていく

こと，教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図って

いくことなどを通して，教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向

上を図っていくこと（以下「カリキュラム・マネジメント」という。）に努めるものとする。」

という活動について、「セーフティプロモーションスクールの 7指標」に基づいた指導計画

を作成し、学校における安全推進を目的とした安全教育・安全管理・安全連携の取組として

の PDCA サイクルを、教科横断的に継続して展開している学校である。 

オンライン型アンケート調査の実施にあたっては、平成 29年に告示された中学校学習指

導要領（平成 29 年告示）解説[8]の第 1章総説において、「子供たちが，学習内容を人生や

社会の在り方と結び付けて深く理解し，これからの時代に求められる資質・能力を身に付け，

生涯にわたって能動的に学び続けることができるようにするためには，これまでの学校教

育の蓄積を生かし，学習の質を一層高める授業改善の取組を活性化していくことが必要で

あり，我が国の優れた教育実践に見られる普遍的な視点である「主体的・対話的で深い学び」

の実現に向けた授業改善（アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善）を推進するこ

とが求められる。」と述べられていることから、アクティブ・ラーニングの視点を参考に、

セーフティプロモーションスクール活動に参加している中学生の安全に関する学習活動へ

の意識の変化を検証したいと考え、質問肢の内容を検討した。 

実施した計 2回のオンライン型アンケート調査では、各生徒からの回答は無記名とし、在

籍する学年を尋ねた後、安全な学校環境の構築のための活動として、「中学生（主体的な学

習）」、「中学生（対話的な学習）」、「中学生（深い学習）」、「教員」、「保護者」、「PTA」、「地域

住民」、「地方自治体」、「警察」、「国」による安全推進を目的とした活動の必要性について質

問肢を設定した。そしてこの 10 項目の質問肢について、「とても思う」から「どちらともい

えない」を経て「まったく思わない」の 7段階評価での回答を求め、それぞれ「7点」～「1

点」に変換し、平均得点を算出して比較を行った。加えて、校内ヒヤリハット事例共有シス

テムの試行開始後 3年目となる 2023 年度の調査では、「学校内での外傷（事故・災害）の発

生を予防するために、生徒が学校内で気づいたヒヤリハット事例を共有し、授業で活用でき

るようなシステムを充実していくこと」について、同じく「とても思う」から「まったく思

わない」の 7段階評価での回答を求め、分析を行った。 

なお本報では、セーフティプロモーションスクール活動への参加が、アクティブ・ラーニ

ングの視点から、中学生の安全に関する学習活動への意識の変化を検証することを中心に

分析を行うことを目的とするため、オンライン型アンケート調査で回収された回答のうち、

以下の質問①から質問③に示した「中学生」の安全に関する学習活動に対する回答と、質問

④「ヒヤリハット事例の共有」に対する回答について比較・検討を行った結果について報告

する。 

質問①：中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主体的に学習する必要があ

る。 
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質問②：中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と協力しながら対話的に学習

する必要がある。 

質問③：中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課題を解決する方法につい

て深く学習する必要がある。 

質問④：学校内での外傷（事故・災害）の発生を予防するために、生徒が学校内で気づいた

ヒヤリハット事例を共有し、授業で活用できるようなシステムを充実していく必要がある。 

なお今回のオンライン型アンケート調査で得られたデータは、SPSS ver.28 を用いて集

計・解析を行い、統計学的な検定は 5％水準及び 1％水準を用いた。 

 

Ⅲ．結  果 

１.調査回答者について 

 今回のオンライン型アンケート調査に回答を入力した生徒数は、校内ヒヤリハット事例

共有システムの試行が始まった 2021 年度調査では、第 1学年 143名（回答率：99.3％）、第

2学年 135名（回答率：93.8％）、第 3学年 122名（回答率：84.7％）の計 400名（回答率：

92.6％）であり、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行 3年目となる 2023年度調査で

は第 1学年 138名（回答率：95.8％）、第 2学年 134名（回答率：93.0％）、第 3学年 131名

（回答率：91.0％）の計 403 名（回答率：93.3％）であった。このうち今回の分析では、セ

ーフティプロモーションスクール活動を展開している中学校での 3 年間の影響について検

証することを目的としたため、各調査年度の 1 年生と 3 年生のデータを取り出して分析を

行うこととした。 

 

２．2021年度と 2023 年度の中学 1年生における安全意識の比較 

 校内ヒヤリハット事例共有システムの試行が始まった 2001年度と試行 3年目となる 2023

年度の中学 1年生の安全意識の回答結果をみると、表１に示したように、調査した質問①か

ら質問③のすべての設問で、2023年度の 1年生と 2021年度の 1年生の平均得点に統計学的

に有意な差は観察されなかった。 

表１．2021年度と 2023年度の中学 1年生における安全意識の比較 

 1 年生 ｔ値 

 2021 年度 2023 年度 有意確率 

① 中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主

体的に学習する必要がある。 
5.6±1.2 5.9±1.2 

t=-1.783 

p=.076 

② 中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と協

力しながら対話的に学習する必要がある。 
5.6±1.3 5.7±1.4 

t=-.444 

p=.657 

③ 中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課

題を解決する方法について深く学習する必要がある。 
5.5±1.4 5.6±1.4 

t=-.641 

p=.522 

 

３．2021年度と 2023 年度の中学 3年生における安全意識の比較 

校内ヒヤリハット事例共有システムの試行が始まった 2001年度と試行 3年目となる 2023

年度の中学 3 年生の安全意識の回答結果をみると、表 2 に示したように、調査した質問①

から質問③のすべての設問で調査年度間の平均得点に統計学的に有意な差は観察されなか

った。 
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表 2．2021年度と 2023年度の中学 3年生における安全意識の比較 

 3 年生 ｔ値 

 2021 年度 2023 年度 有意確率 

① 中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主

体的に学習する必要がある。 
6.0±1.2 6.1±1.0 

t=-1.024 

p=.307 

② 中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と協

力しながら対話的に学習する必要がある。 
5.8±1.3 6.1±1.2 

t=-1.591 

p=.113 

③ 中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課

題を解決する方法について深く学習する必要がある。 
5.8±1.4 6.0±1.2 

t=-1.572 

p=.117 

 

４．2021年度入学生の第 1学年時と第 3学年時における安全意識の比較 

 2001 年度に入学した生徒について、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行が始まっ

た第 1 学年時と試行 3 年目となる第 3 学年時でのアンケート調査への回答結果を比較して

みると、表 3に示したように、質問①から質問③のすべての設問で、第 1学年時に比べて第

3学年時で平均得点が高くなり、いずれも１％水準で、統計学的に有意な差のあることが観

察された。  

表 3．2021年度入学生の第 1学年時と第 3学年時における安全意識の比較 

 2021 年度入学生 ｔ値 

 第 1 学年 第 3 学年 有意確率 

① 中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主

体的に学習する必要がある。 
5.6±1.2 6.1±1.0 

t=-3.547 

p=.000 

② 中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と協

力しながら対話的に学習する必要がある。 
5.6±1.3 6.1±1.2 

t=-2.965 

p=.003 

③ 中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課

題を解決する方法について深く学習する必要がある。 
5.5±1.4 6.0±1.2 

t=-3.489 

p=.001 

 

５．2021年度の 1年生と 3年生における安全意識の比較 

 2001 年度の 1 年生と 3 年生のアンケート調査への回答結果をみると、表 4 に示したよう

に、質問①の設問で、1年生に比べて 3年生で平均得点が高く、統計学的に 5％水準で有意

な差のあることが観察されたが、質問②と質問③の設問では統計学的に有意な差は確認さ

れなかった。 

表 4．2021年度の１年生と３年生における安全意識の比較 

 2021 年度 ｔ値 

 １年生 3 年生 有意確率 

① 中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主

体的に学習する必要がある。 
5.6±1.2 6.0±1.2 

t=-2.282 

p=.023 

② 中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と協

力しながら対話的に学習する必要がある。 
5.6±1.3 5.8±1.3 

t=-1.234 

p=.218 

③ 中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課

題を解決する方法について深く学習する必要がある。 
5.5±1.4 5.8±1.4 

t=-1.663 

p=.098 
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６．校内ヒヤリハット事例の共有と安全意識との関連性 

 中学校への入学時に試行的な運用が開始された校内ヒヤリハット事例の共有活動への参加が、

第 3 学年時における安全意識に及ぼした影響について検討するため、質問④「校内ヒヤリハット事

例共有システムの充実」に対する意識を目的変数に、質問①「主体的な学習」、質問②「対話的な

安全学習」と質問③「深い学習」を説明変数とした強制投入法を用いた重回帰分析を行った。その

結果、重相関係数(R)は 0.474（p=.000）、調整済み重相関係数の 2 乗（R2）は 0.207 となり、説明変

数として質問③「深い学習」が統計学的に 5％水準で有意な関連性のあることが確認された。 

表 6．校内ヒヤリハット事例共有システムと安全意識に関する重相関分析結果 

 B β 
ｔ値 

有意確率 

（定数） .713  
t=.867 

p=.388 

① 中学生は、自分たちの安全について興味・関心を持って主

体的に学習する必要がある。 
.371 .221 

t=1.658 

p=.100 

② 中学生は、自分たちの安全について友人や周囲の人々と

協力しながら対話的に学習する必要がある。 
-.046 -.033 

t=-.261 

p=.794 

③ 中学生は、自分たちの安全に関する課題を設定し、その課

題を解決する方法について深く学習する必要がある。 
.444 .313 

t=2.529 

p=.013 

 

Ⅳ．考  察 

 令和 4年に閣議決定された「第 3次学校安全の推進に関する計画」[9]では、「学校安全を

推進するための方策」の「学校安全に関する組織的取組の推進」の中で、学校安全計画に基

づく実践的な取組内容の充実のために、「セーフティプロモーションスクール」の「学校安

全に関する指標（組織、方略、計画、実践、評価、改善、共有）に基づいて、学校安全の推

進を目的とした中期目標・中期計画（3年間程度）を明確に設定し、その目標と計画を達成

するための組織の整備と S-PDCAS サイクルに基づく実践と協働、さらに分析による客観的

な根拠に基づいた評価の共有が継続されていると認定された学校を認証する取組」を取り

入れ、学校種や児童生徒等の発達段階に応じた学校安全計画自体の見直しを含む PDCA サイ

クルの確立を目指すこと、そしてそのために「国は、全国的な学校安全の取組の質の向上を

図るため、各学校の学校安全計画の内容に関して学校設置者が定期的に点検・指導し、改善

を加える PDCAサイクルを確立することができるよう、好事例等を収集・発信する」と明記

されている。また同じく「第 3次学校安全の推進に関する計画」の「学校における安全に関

する教育の充実」においては、「各学校においては、児童生徒等や学校、地域の実態及び児

童生徒等の発達の段階を考慮して、学校の特色を生かした目標や指導の重点を計画し、教科

等横断的な視点で関連性を持たせながら教育課程を編成・実施することが重要である」と指

摘している。 

一方、前述した平成 29年に告示された学習指導要領の第 1章総則[7]では、「学校におけ

る食育の推進並びに体力の向上に関する指導，安全に関する指導及び心身の健康の保持増

進に関する指導については，保健体育科，技術・家庭科及び特別活動の時間はもとより，各

教科，道徳科及び総合的な学習の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行う

よう努めること。また，それらの指導を通して，家庭や地域社会との連携を図りながら，日
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常生活において適切な体育・健康に関する活動の実践を促し，生涯を通じて健康・安全で活

力ある生活を送るための基礎が培われるよう配慮すること。」と、教科横断的に指導する必

要性のあることが示されている。また同じく前述した平成 29年に告示された中学校学習指

導要領（平成 29 年告示）解説[8]の第 1章総説においても、「子供たちが，学習内容を人生

や社会の在り方と結び付けて深く理解し，これからの時代に求められる資質・能力を身に付

け，生涯にわたって能動的に学び続けることができるようにするためには，これまでの学校

教育の蓄積を生かし，学習の質を一層高める授業改善の取組を活性化していくことが必要

であり，我が国の優れた教育実践に見られる普遍的な視点である「主体的・対話的で深い学

び」の実現に向けた授業改善（アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善）を推進す

ることが求められる。」と述べられ、さらに「教科等の特質を踏まえ，具体的な学習内容や

生徒の状況等に応じて，これらの視点の具体的な内容を手掛かりに，質の高い学びを実現し，

学習内容を深く理解し，資質・能力を身に付け，生涯にわたって能動的（アクティブ）に学

び続けるようにすることが求められている。」と説明されている。この「主体的・対話的で

深い学び」の実現に向けた授業改善の具体的な内容については，平成 28年の中央教育審議

会答申[11]において，以下の三つの視点に立った授業改善を行うことが示されている。 

①学ぶことに興味や関心をもち，自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら，見通しを

もって粘り強く取り組み，自己の学習活動を振り返って次につなげる「主体的な学び」が実

現できているかという視点。 

②子供同士の協働，教職員や地域の人との対話，先哲の考え方を手掛かりに考えること等を

通じ，自己の考えを広げ深める「対話的な学び」が実現できているかという視点。 

③習得・活用・探究という学びの過程の中で，各教科等の特質に応じた「見方・考え方」を

働かせながら，知識を相互に関連付けてより深く理解したり，情報を精査して考えを形成し

たり，問題を見いだして解決策を考えたり，思いや考えを基に創造したりすることに向かう

「深い学び」が実現できているかという視点。 

 そこで今回、セーフティプロモーションスクールとして学校安全に関する 7 つの指標に

基づいて、学校安全の推進を目的とした中期目標・中期計画（3年間程度）を明確に設定し、

その目標と計画を達成するための組織の整備と S-PDCAS サイクルに基づく実践と協働、さ

らに分析による客観的な根拠に基づいた評価の共有が、教科横断的に継続されている中学

校に在籍している生徒の入学時と第 3学年時における安全に関する「主体的・対話的で深い

学び」に関わる安全意識の状況について比較・検証するため、セーフティプロモーションス

クール活動の一環として校内ヒヤリハット事例共有システムの試行に参加することの影響

について検証したいと考えた。 

 今回の中学生を対象としたオンライン型アンケート調査の結果、2021年時点と 2023 年時

点の、それぞれ 1年生と 3年生の平均得点には、いずれも「自分たちの安全」について「主

体的」・「対話的」・「深く」学習することに対する安全意識の差は観察されなかったことから、

調査対象とした中学校の各年度の 1 年生と 3 年生の集団に安全意識の差はないことが確認

された。しかしながら、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行を開始した 2021年度に

入学した中学生の集団について、入学時と第 3学年時の回答を追跡的に比較した結果、2年

間で、「自分たちの安全」について「主体的」・「対話的」・「深く」学習することが必要であ

ると考えるようになっている変化が観察された。この変化の特徴について検証するために、

2021 年度の 1 年生と 3 年生の「自分たちの安全」について「主体的・対話的で深く」学習

することに対する安全意識について比較してみると、「主体的」に学習する必要性に関して
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のみ学年差が観察され、「対話的」と「深く」学習をすることの必要性に関する意識に差は

観察されなかった。これらの結果から、安全に対する「主体的」な学習の必要性の認識の高

まりについては、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行への参加に関係なく、中学生と

しての 3年間の発達段階に関連した共通の安全意識面での変化であると推測されるものの、

追跡的な比較にのみ観察された「対話的」で「深く」安全に関する学習をすることの必要性

に関する認識は、校内ヒヤリハット事例共有システムの試行への参加を含むセーフティプ

ロモーションスクール活動に参加したことによる影響が関与したものであると推測された。 

さらに中学への入学以降 3 年間にわたって校内ヒヤリハット事例共有システムの試行に

参加した中学生では、校内ヒヤリハット事例共有システムの充実と安全に関する「深い学び」

の必要性との間に関連性が観察されたことから、校内ヒヤリハット事例の共有を通じた安

全に関わる学習は、中学生の安全意識の形成を目的としたアクティブ・ラーニング実践事例

としての活用の可能性を示唆するものであると推測された。 

今回の調査により、校内ヒヤリハット事例の共有を通じた安全推進を目指した活動への

参加を継続することにより、令和 5年に閣議決定された「教育振興基本計画」に述べられて

いる「組織的・実践的な安全対策に取り組むセーフティプロモーションスクールの考え方を

取り入れ、全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的に行動できるよう、安全に関す

る資質・能力を身に付ける」ことを推進することを通じて、将来の学校における安全推進を

担う人材の育成にも寄与する可能性のあることが示唆されたものと考えられた。 
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Effects on Motivation of Safety Learning in Junior High School Students 

Participating in a Trial of School Incidents Sharing System at Safety 
Promotion School 

 
 

Daisuke Fujita 
 

Health and Safety Sciences, 
Division of Health and Safety Sciences Education 

 
 

Safety Promotion Schools (SPS) are an initiative aimed at comprehensive and 
sustainable promotion for safety based on a uniquely Japanese approach to school.  At 
its core is safety education, safety management, and safety teamwork at school.  We at 
Osaka Kyoiku University are eager to further promote the spread of SPS activity in 
Japan and provide ongoing support for their activities.  

The purpose of this study was to consider the evidence of SPS activities as effects of 
safety learning in junior high school students participating in a trial of school incidents 
sharing system aimed to prevent injury. 
  We survey to motivation for safety learning of junior high school students at SPS in 
Japan by online questionnaire twice, at August 2021 & September 2023.  Compared to 
first-year students, third-year students are more aware of the need to advance their 
learning regarding “proactive learning”, “interactive learning”, and “deep learning'', 
which are the goals of active learning related to “safety learning” in the third year.  And 
the relationship was also observed at third-year students between awareness of 
incidents sharing system and “deep learning” about safety. 

In conclusion, we could get positive evidence by safety learning for participating in a 
trial of school incidents sharing system at Safety Promotion School would be an 
educational strategy which promotes proactive, interactive and deep learning in junior 
high school students. 
 
Key Words: Safety Promotion Schools, Incidents Sharing System in School, Junior High 
School Student, Motivation for Safety Learning 
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レジリエンス教育のためのつよみカードの開発と実践 
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*関西医科大学医学部 **ウェルブ心理教育研究所 +京都市スクールカウンセラー 

 

 

 

 レジリエンス（resilience）は「逆境に直面し、それを克服し、その経験によって強化

あるいは変容される普遍的な人の許容力」という意味である。英米の大学ではレジリエン

スは、医学生が身に着けるべき資質のひとつとされている。本論文ではレジリエンス研究

を概観し、過去 20年ほどはポジティブ心理学の影響により、予防的な介入法として認知

行動的アプローチが興隆していることを示した。次にレジリエンス教育における「強み」

（strength）に焦点を当て、自己の内省と他者からのフィードバックの両面から、「強

み」に気づき活用するための教材「つよみカード」の作成と、それを医学部 1年生対象の

レジリエンス教育に使用した結果を報告した。 

 

 

キーワード：レジリエンス、強み、ポジティブ心理学、医学教育、メンタルヘルス 

 

Ⅰ．背景 

 

近年、医学生のメンタルヘルスの問題が増加しており、留年や退学などの一因となって

いる。西垣・藤村がレビューしているように、不調者の割合を勘案すると一部の学生のみ

の問題とばかりはいえない[1]。海外でも同様の問題が生じており、学生の性格特性だけ

ではなく医学部での経験そのものが原因となっている可能性も考えられる。その経験とは

医学部の厳しい学習環境、競争的な人間関係、臨床実習で直面する患者の苦悩などに加

え、海外の場合は特に臨床実習中に経験する患者の死、難しい患者への対応、実習先医療

チーム内での対人関係もきっかけになりやすいと指摘されている[2]。医学教育の学習環

境がある程度厳しいものにならざるを得ないのは、卒業後の医師の責任の重さを考えると

不可避な部分もある。むしろ重要なのは、学生をサポートする体制を十分に整えることだ

ろう。そのためには、西垣と藤村が指摘するように、医学生のメンタルヘルスのサポート

は不調に陥った特定の学生のみを対象にするのではなく、全員に対して早期の問題把握と

予防的措置が必要であると考えられる[1]。 

 医学生のメンタルヘルス問題を予防しウェルビーイングの向上を図るに当たっては、レ

ジリエンス（resilience）の概念が有効であると考える。次節に示すようにレジリエンス

は単に困難や逆境からの単純な回復ではなく、その後の成長や精神的健康の増進というポ

ジティブな側面が強調されており、医学生の成長を支えるという大学としての機能や責任
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に合致していると思われるからである。英国では卒前医学教育の質を管理する GMC

（General Medical Council）が 2016 年以降、医学生のレジリエンスを高めるプログラム

の導入をガイドラインに示したほか[3]、米国でもレジリエンスは PIF（Professional 

Identity Formation）、すなわち医師としてのプロフェッショナリズムのひとつとされて

いる[4]。さらに 2022 年に発表された全米医師会（AMA）による、医学教育イノベーショ

ンにおいて提言された熟達化調整学習者モデル （Master Adaptive Leaners Model: MAL

モデル）では、レジリエンスは医学生が自律的な学習者となるために不可欠な資質のひと

つとされている[5]。 

 このように医学教育におけるレジリエンスの重要性の認識は近年高まっているが、次節

以下に述べるようにレジリエンスの概念、測定方法、向上のための教育方法は多様であ

り、十分に確立しているといえる状況ではない。本論文ではレジリエンス研究の発展の歴

史の中からポジティブ教育の一環として出てきたレジリエンス・トレーニングを概観し、

その教育法のひとつとして筆者らが開発したつよみカードの概要と実践について紹介す

る。 

 

Ⅱ．レジリエンスとは何か 

 

 レジリエンス（resilience）の概念に統一されたものはないが、一般的にはアメリカ心

理学会（APA）の定義である「逆境、トラウマ、悲劇、脅威、極度のストレスに直面する

中で適応していくプロセス」がよく用いられる[6]。「逆境に直面し、それを克服し、その

経験によって強化あるいは変容される普遍的な人の許容力」という Grotbergの定義もそ

のプロセスをよく表現していると言える[7]。レジリエンスはもともと物体が外部から加

えられた力によって曲げ伸ばしされた後に元の形に戻ることを意味し、物理学的な用語と

して使われていた。その後、生態・社会環境学や、経済学、防災の分野でもレジリエンス

という語が使用されるようになった。いずれも元の状態に戻ろうとする復元力・回復力と

いう意味が含まれる点では共通しているものの、領域固有の使われ方として強靭さや抵抗

力の意味が強調される場合もある。レジリエンスが人に対して使われる場合は、心理的レ

ジリエンス（psychological resilience）と表現することで、モノに対するレジリエンス

と区別することがある。また、レジリエンス（resilience）の日本語訳については弾力

性、回復力、再起力、心のしなやかさ、など様々あって統一されていない状況であるが、

本論文では最も一般的なレジリエンスという語を用いる。 

 レジリエンスの概念や訳語さらには測定尺度が多様なのは、ひとつはレジリエンス研究

そのものに複数のアプローチがあることが一因である。レジリエンス研究の流れのひとつ

は、1960年代ごろから行われた過酷な環境下、すなわち精神疾患を持つ親の元で育った

子どもや、家族の死を経験した子どもの発達研究から始まった[8][9]。これらの逆境の中

で子どもたちは心に傷を負う脆弱な存在であるだけでなく、中には逆境を跳ね返して成長

する強さを持った子どもがいることが見出され、その要因や発達過程が着目されたのであ

る。Mastenらは、子どもを対象としたレジリエンス研究におけるリスクとして、トラウ

マ、ネグレクト、幼児期逆境体験（ACEｓ）、貧困、自然災害、戦争を挙げている[10]。ま

たそれらの逆境に対するレジリエンスとして研究の中で明らかになった要因は、ケアリン

グ、緊密な関係性、適切なペアレンティング、エージェンシー、問題解決スキル、自己調

整スキル、自己効力感、希望や楽観性、生きる意味、リチュアル、エンゲージメント、健
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全なコミュニティーとの繋がりなどである[10]。 

 一方大人に対するレジリエンス研究では、フランクルの著作『夜と霧』に示されるよう

に第二次世界大戦中にアウシュビッツ強制収容所を生き延び生還した人の研究をはじめ

[11]、戦争捕虜を体験した軍人、2001年の米国同時多発テロを経験した人々などトラウ

マとなるような過酷な経験をした人達を対象として、その回復経過や個人要因の研究が行

われた。たとえばサウスウィックらは、ベトナム戦争で捕虜となった米国軍人、米国特殊

部隊の指導者、個人的なトラウマを体験・克服した一般人を対象とした研究から、高いレ

ジリエンスを発揮した人の間に共通点を明らかにしている。それらは、現実的な楽観主

義、恐怖との直面、道徳的指標、信仰とスピリチュアリティ、ソーシャルサポート、ロー

ルモデル、身体の健康、脳の健康、認知と感情の柔軟性、意味と目的であった[12]。  

 このようにレジリエンスに関与する要因は多岐に渡っているが、おとなにも子どもにも

共通する点を抽出するならば、APAが指摘するように①世界を概観し関わる方法、②社会

的資源の利用可能性と質、③個別のコーピング方略、ということになるだろう[6]。レジ

リエンスは領域限定的（domain specific）なものと見なされているので、特殊なリスク

を抱えた子どもや特定の職業の人に対して実施する予防的介入としてのレジリエンス向上

のプログラムは、③に示されるように対象となる人の属性や予想されるリスクに合わせて

個別に構成されることになる。 

一方、1990 年代にセリグマンの提唱によって始まったポジティブ心理学においては人

間のポジティブな側面を重視する、という観点からレジリエンスが注目されるようになっ

た。ただ、レジリエンスに対するアプローチには、従来のレジリエンス研究との相違点が

いくつかあった[13]。レジリエンス研究が既に過酷な状況にさらされている人を前提とし

ているのに対し、ポジティブ心理学では現時点で逆境を経験していない人も含めたすべて

の人が対象である。また、レジリエンス研究が逆境にある子どもの研究から始まったこと

から明らかなように発達的観点が重視されているのに対して、ポジティブ心理学は主とし

て大人を対象とする研究から始まり、その後青少年に対しても対象を広げた。さらに、レ

ジリエンス研究は、健全な適応と精神病理の予防・改善の両面に着目しているのに対し

て、ポジティブ心理学は主に心身の健康と最適な発達に関心があり、レジリエンスをウェ

ルビーイングの実現に必要な資質と考えている。ただこれらの相違は対立ではなく強調点

の違いであり、ポジティブ心理学の興隆によってレジリエンスの研究と実践は、特殊な環

境に置かれた人から、すべての人へと対象を拡大してきたと言えるだろう。 

 

Ⅲ．ポジティブ心理学介入としてのレジリエンス 

 

ポジティブ心理学によってレジリエンスの研究と介入の対象が拡大された結果、特殊で

過酷な逆境にある人だけではなく、普通の人が比較的よく経験するような困難における対

処の違いが明らかにされてきた。レジリエンスの高い看護師はバーンアウトが少ない、成

功する起業家はレジリエンスが高い、レジリエンスの高い高齢者は積極的な社会参加をし

ている、などがその例である[14][15][16]。ポジティブ心理学では、レジリエンスは人の

ウェルビーイングと関連していると見なされているため、健康で幸せな生活を送るために

誰もが身に着けるべき能力のひとつとして一般の人を対象とした介入プログラムが開発さ

れるようになった。これらのプログラムでは、APAの挙げた 3つの重要な点のうち①と

②、すなわち当事者の認知的側面と外的資源の活用に重点が置かれるため、認知行動療法
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に基づく手法が多く見られる。この立場に立つ方法として、セリグマンらの開発によるペ

ン・レジリエンシー・プログラム（PRP）や[17]、ボニウェルの SPARKレジリエンスプロ

グラムがよく知られている[18]。 

PRP の開発に携わったライビッチらはレジリエンスの土台を築く７つのスキルを挙げ、

「自己発見スキル」と「自己変革スキル」と名づけている[19]。「自己発見スキル」は、

自分の認知の傾向を知ることによって自己理解を深めるもので、ABC分析、思考のワナの

避ける、氷山を見つけるスキルから構成される。「自己変革スキル」は、思い込みに挑

む、大局的にとらえる、こころを鎮めてフォーカシングする、リアルタイムレジリエンス

（速攻型反応）で構成されており、これらのスキルや用語から PRPが認知行動療法に基づ

いていることがわかる。現行の PRPにはこれら７つの認知行動療法の技法にポジティブ心

理学のエクササイズを加えた計 18のレジリエンススキルが含まれている[20]。 

一方、ボニウェルの SPARKレジリエンスプログラムは 11歳以上を対象としたプログラ

ムで、ストレスから回復する瞬発力とレジリエンスの基礎作りの両方を高めることを目指

している。SPARK も認知行動療法に基づいており、感情について学ぶ、自分のとらえ方の

クセを理解し挑戦する、レジリエンスマッスル（筋肉）を鍛える（強み、ソーシャルサポ

ート、自己効力感、ポジティブ感情）などの 12のレッスンから構成されている[21]。 

 レジリエンス促進の方向は、新たな力を身に着ける「増幅」と顕在化していなかったも

ともとの力に気づく「発掘」、さらにそれを自分自身で行うか、他者との関係の中で行う

かという二次元でとらえることができる（図 1）[22]。同じような逆境下におかれても、

レジリエンスが発揮される程度に個人差があることから、レジリエンスには個人の資質的

要因が関与していることが指摘されてきたが、この二次元モデルに基づくと、自分が既に

持っている資質に本人が気づかないでいる可能性や、十分に持っていない資質を他者との

関係性や新たに知識やスキルを習得することで身に着けることができると考えられ、教育

や他者との関係性の重要性が示されている。サウスウィックらも、レジリエンスの高さは

特定の遺伝子によって決まるのではなく複数の遺伝子と環境との相互作用によるものであ

ると述べており、脳の柔軟性（神経可塑性）を活用して脳の特定部分を活性化するように

働きかければその領域を強化できると指摘しており、レジリエンスの獲得可能性を強調し

ている[12]。 

 

図 1. レジリエンス促進の方向 （平野, 2017） 
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Ⅳ．レジリエンス向上のための実習とつよみカード 

 

 １．関西医科大学のレジリエンス教育 

筆者らの勤務する関西医科大学では、医学生に対するレジリエンス教育の一環として、

1年生を対象とした必修科目として「コミュニケーション実習」（全９コマ）と「マイン

ドフルネス実習」（全 12コマ）を開講している。この２科目で取り上げる演習や講義を通

して、平野によるレジリエンス向上の 2次元モデルの４つの象限のうち[22]、特に３つの

象限の内容—すなわち、①「内省・客観的自己理解による資質への気づき」、②「他者から

のフィードバックによる資質への気づき」、③「他者との関係性の中で新たな資質が実

現」の３つの向上を目的として、複数の演習を組み合わせて実施している。実習の構成は

図 2と図 3に、演習内容と向上の方向性との関係を表 1に示した。 

 

図 2. 関西医科大学のマインドフルネス実習 

 

 

図 3. 関西医科大学のコミュニケーション実習 
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表 1. レジリエンス向上の 2次元モデルと実習課題 

 
 

以下にこれらの演習のうち、内省および他者からのフィードバックによって自己の内的

資源のひとつである強みに気づく演習として実施している、つよみカードを使った課題の

開発と実践を紹介する。 

２．つよみカードとは何か 

人には誰しも個性や優れた部分があり、それを「強み」（strength）と呼ぶ。レジリエ

ンスに必要な内的資源のひとつとして、各自が持つ強みに気づき、それを活かすことがで

きる、ということがある。強みには性格の強み、能力の強み、才能などがあるが、「性格

の強み」（character strength）は、人から賞賛され、尊敬され、重んじられるものであ

り、その人らしさを造り上げる基盤となっている[23]。ピーターソンとセリグマンは、

「人間であることの最強の部分」にあたる資質を国や文化を超えて調査し、古今東西の哲

学や宗教書の中から６つの美徳を明らかにした。それらは知恵、勇気、人間性、正義、節

制、超越性である。これらの美徳に到達するためのルートとなるのが、最終的に 24に集

約された性格の強みである[24]。この 24の強みは VIA-IS（Values in Action Inventory 

of Strength）という 240項目から構成されるの質問項目にまとめられている。VIA-ISは

日本語でのウェブ受検が可能で、結果のサマリーを無料で得ることもできる。 

VIA-ISを受検してサマリーを得ることによって自分の強みを知ることは、内的な資源

を自覚しレジリエンスを高める第一歩となり得る。ただ強みのリストそのものは抽象度が

高いため、自分がその強みをこれまでどういう場面で具体的に発揮しており、今後どのよ

うに活かすことができるかを考え、実行に移すことが必要である。つまり結果を読み解

き、理解し、今後の成長に役立てるところが最も重要なのだが、それをライフコーチやキ

ャリアカウンセラーなどの支援なしに実行するのはかなり難しい作業と言えるかもしれな

い。 

 そこで、筆者らは学生や研修参加者が集団で授業や研修の一環として実践できる強みの

教材の作成と実施を試みた。VIA-IS の 24の強みをベースに、人の性格を行動的側面から

評価する際に使われる日本語の表現を加えて 48枚のカードを作成し、「つよみカード」と

名付けた。本カードは VIA-ISに基づきつつも、追加する語は因子分析などの厳密な妥当

性の検討によってではなく、人を肯定的に評価する語として日常的に使われているものを

集めた語を中心にしている。試用の過程においてパーソナリティテストとの関連性を検討

し、使用者からのフィードバックをもとに現在もブラッシュアップを続けているところで

ある。次節以下に「つよみカード」の使用例と分析結果を紹介する。 

 

  

コミュニケーション実習 マインドフルネス実習

内省・客観的自己理解 NEO-FFI、TEG3、つよみカード マインドフルネス演習

他者からのフィードバック つよみカード、自己評価・他者評価

他者との関係性の中での実現 協働的問題解決ゲーム コンパッション演習

知識やスキル ストレスマネジメント、ABC マインドフルネス講義
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Ⅴ．コミュニケーション実習におけるつよみカードの試用と結果 

 

対象：医学部 1学年の 136名。研究協力への同意文書の提出があり、回答に不備がなかっ

た 131名（男子 68名、女子 63名）を分析対象とした。 

手続き：演習の実施手続きは以下の通りである。 

① 1学年を名簿順に 6グループに分け、1教室あたり 22～23人ずつ割り振り、各教室

の学生を 5班に分けた。 

② 学生一人一人に一組 48枚の名刺サイズのつよみカードのセットを配布した。 

③ 学生は 48枚のカードの中から「自分の強み」と思うカードを 4枚選び、その理由

と強みを発揮している具体的な場面を記録用紙に記入した。 

④ 自分の強みを書き終わったら、次に同じ班のメンバー（4～５人）の強みと思うカ

ードを 48枚の中から 1枚選び、その理由を書き出した。 

⑤ 自分の強みを理由と共に発表し、その後、班のメンバーから見た強みを理由と共に

指摘してもらった。 

⑥ 今後伸ばしたいと思う強みをカードの中から 1つ選び、どうやったら伸ばせるか、

具体的な方法を考えた。 

⑦ 演習を終えて、気づいたことなどふりかえりを記入し、班の中でシェアした。 

⑧ ホームワークとして以下の課題を行い、レポートとして提出した。（1）これから実

現したい目標に対して、自分の強みをどのように活かして実行するかの行動計画。

（2）過去において、実現したかったができなかったことがらを思い出し、その

時、どのような強みがあれば、実現できたかを内省する。また、その強みをどのよ

うに伸ばしていけるか考える。 

なお、演習の様子は図 4-1～図 4-5に示す通りである。 

 

       

図 4-1. カードの確認   図 4-2. カードを並べる        図 4-3. カードを選ぶ  
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図 4-4. 自分の強みの発表  図 4-5. メンバーからの強みの指摘 

 

結果： 

つよみカードから選んだ自分が知覚している強みの出現度数の高いものとその割合を表

2に示した。なお出現頻度は合計 513であった。 

 

表 2. 「自分が知覚している強み」として出現頻度が高かったもの 

 
 

 「立ち直りが早い」「ポジティブな」「好奇心旺盛な」など、生きる姿勢に関わる強みが

上位に挙がり、続いて「穏やかな」「思いやりのある」「親しみやすい」「協調的な」な

ど、対人関係の中で発揮される項目が多く上がった。 

次に自分が「今後伸ばしたいと思っている強み」の結果の上位にあがったものを表 3に

示した。総度数は、計 131であった。 

 

強み 度数 ％

立ち直りが早い 34 6.6

ポジティブな 30 5.8

好奇心旺盛な 29 5.7

穏やかな 26 5.1

心の広い 24 4.7

思いやりのある 21 4.1

誠実な 20 3.9

親しみやすい 19 3.7

現実的な 18 3.5

公平な 17 3.3

協調的な 17 3.3

人の心がわかる 17 3.3
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表 3．「今後伸ばしたいと思っている強み」として出現頻度が高かったもの

 

 

 「親しみやすい」「頼りがいのある」「人を支える」「思いやりのある」など、対人関係

の中で発揮される強みが多く挙げられた。また、「自立的な」「決断力のある」「忍耐力の

ある」「集中力のある」などは、大学生として学業や生活面での成長に必要な資質として

挙げられたのかもしれない。 

次に班のメンバーに対して指摘した強みの出現度数の上位のものとその割合を表 4に示

した。他者に対する指摘の度数は全体で 602であった。 

 

 

表 4. 「他者に対して指摘した強み」として出現頻度が高かったもの 

 

 

他者に対して指摘した強みには「親しみやすい」「穏やかな」「頼りがいのある」など、

対人関係の中で発揮される強みが多く挙げられた。「頼りがいのある」「はつらつとした」

「あたたかい」の項目は、自分が知覚している強みとしては上位に入っていないため、自

分では知覚しにくいが、他者からは観察しやすい強みと言えるかもしれない。 

次に、自分が知覚している強みと別途実施した性格検査 NEO-FFI[25]の相関分析の結果

を表 5に示した。 

 

強み 度数 ％

親しみやすい 16 12.2

自立的な 11 8.4

頼りがいのある 9 6.9

決断力のある 7 5.3

人を支える 6 4.6

希望を捨てない 5 3.8

注意深い 4 3.1

思いやりのある 4 3.1

忍耐力のある 4 3.1

集中力のある 4 3.1

ユーモアがある 4 3.1

強み 度数 ％

親しみやすい 69 11.5

穏やかな 52 8.6

頼りがいのある 29 4.8

ポジティブな 26 4.3

はつらつとした 23 3.8

心の広い 21 3.5

あたたかい 21 3.5

ユーモアがある 20 3.3

自立的な 19 3.2

遊び心がある 18 3.0
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表 5. 「自分が知覚している強み」と NEO-FFIの 5因子の相関 

 

 

NEO-FFIのうち外向性の高さは活動性や積極性と関係すると思われる「はつらつとし

た」や「存在感のある」、開放性は「好奇心旺盛な」「信念を持った」といった項目との正

の相関が見られた。また寛大さや温和さに関わる調和性は、「協調的な」「心の広い」とい

った円滑な対人関係に関わると思われる強みとの相関が高かった。誠実性と有意に正の相

関が見られた自分が知覚している強みは「誠実な」や「忍耐力のある」「自立的な」な

ど、秩序立って物事に向き合う姿勢に関わるものであると考えられ、それぞれのパーソナ

リティが自分が知覚している強みと結びついていることが示唆された。 

 演習後に書かせた自由記述によるふりかえりを 5つの観点から分類した。代表的なもの

を表 6に挙げた。 

 

  

NEO-FFI 強み 相関係数 有意確率（％）

外向性 ポジティブな 0.325 0.000

はつらつとした 0.336 0.000

ユーモアがある 0.250 0.004

存在感のある 0.218 0.012

開放性 好奇心旺盛な 0.367 0.000

信念を持った 0.246 0.005

調和性 協調的な 0.220 0.011

心の広い 0.180 0.040

誠実性 誠実な 0.257 0.003

現実的な 0.227 0.009

忍耐力のある 0.199 0.023

自立的な 0.197 0.024

注意深い 0.193 0.027

神経症傾向 率直な 0.227 0.009
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表 6. ふりかえりの 5つの分類と代表例 

 

 

Ⅵ．結語 

 

本論文で紹介したように、ポジティブ心理学の立場からみたレジリエンスは、すべての

人のウェルビーイングを高める上で必要な資質である。医学生のメンタルヘルス問題に対

「自分の強みが少なくて困るのではないかと心配していたが、選ぶ作業の際には強みと思
えるものが多くてどれを選ぶか迷ってしまった。思っていたよりも多くの強みが私にはあ
るのだと気づいた」

「カードを見ていて、自分の強みを探すために自分の性格や過去の経験を考えたときに、
普段は気づいていなかったが、自分の強みといえる良いところを見つけることができた。
日頃は考えていなかったが、自分の強みを考えることで自己肯定感が上がるということに
気づいた」

「自覚していなかった強みについて他者からの指摘で気づくことができ、自分自身のこと
でもまだ気づいていないことは多くあると感じた」

「メンバーの人が言ってくれると、とても嬉しい気分になったり、自分にはない視点で長
所に気づかせてくれて、とてもありがたかった」

「日頃はあまり意識していないところも、改めて考え直すと長所として捉えることができ
るのだ、ということに気づいた」

「私は自分に自信がなく、自分の短所ばかりに目を向けがちだが、できる限り客観的な視
点から自分を見て、強みを選んだ。『決断力がない』を『慎重である』というように言い
換えるなど、自分が短所だと思っていたことも長所に変換できるということに気づいた」

「自分が普段意識していない部分の新たな自分の正確の強みに気づくことができた。また
様々な自分の性格の特徴を捉えることができ、自己というものの輪郭がはっきりとしてい
くように感じた」

「いつもは上手く言語化できないことも、カードで言語化できたことでスッキリした」

「一人一人、全く異なる強みを持っていて、全然違う性格をしているのだということに気
づいた。違う性格だからこそ、一緒に過ごしていたら新しい考え方や物の見え方が発見で
きて楽しいと感じているのではないかと思う。強みが人それぞれであることで補い合うこ
とができたら良いと思った」

「他者の強みを聞いていると人それぞれで、このような多様な人間が集まっているから社
会が成立しているのだと勉強になった。それぞれが足りない部分を補い合い助け合ってい
くことの必要性を痛感した」

5. 人間関係に対する気づき

4. 自己概念の明確化

3. 自分自身に対する捉え方の変化

2. 他者の指摘による自己の強みへの気づき

1. 内省による自己の強みへの気づき
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しても、従来の狭義のストレスマネジメントの概念を超えて、成長に焦点を当て人間関係

の中で逆境への対応力を高めるというポジティブな側面を持つ。本研究では特に内省およ

び他者からのフィードバックにより、自己の強みに気づくエクササイズであるつよみカー

ドの開発と実践について報告した。48枚のカードによって選択された各自の自覚する強

みと、NEO-FFI検査で明らかになった 5因子の性格特性とは、一定の相関が示された。ま

た内省報告からは、強みを見つける作業そのものが自己肯定感を高めたり、他者から強み

を指摘される経験によって新たな気づきが得られることがわかった。さらに、人それぞれ

がさまざまな強みを持っていることや、一人の人に対しても見る人によって異なる強みを

発見していることなど、多様な視点への気づきや、協力することの大切さを気づくきっか

けともなっていた。つよみカードは、本学における実習のみならず、第 55回医学教育学

会のワークショップ「セルフケア教育を体験してみよう」で紹介したところ[26]、多くの

医療系大学から問い合わせがあり、簡易版のカードを頒布した。また、自治体主催の小中

学校の教員研修での実施後は、所属校で実施したいという申し出もあった。これらの実践

の成果を踏まえて、カードおよび実践方法をさらに改良していきたいと考えている。 

 なお、つよみカードはセリグマンとピーターソンの強みの概念に基づいているが、VIA-

ISに取って替わるものではない。VIA-ISは本論文中でも言及しているように、ウェブ受

検が可能であり、本学での演習においても学生に受検させている。つよみカードはその補

完として自己の内省と他者視点の両方をワークショップ形式で実施できる教材として開発

したものである。ポジティブ心理学の理論および概念を正しく理解した上で広く活用され

るように、今後とも改善・普及を図っていきたい。 
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Developing and Utilizing Strength Cards for Resilience Education 
 
 

Etsuyo Nishigaki*,**, Akiho Fujimura*, + 

 

*Kansai Medical University School of Medicine, **Welb Research Center for 
Psychology and Education, +Kyoto city School Counselor 

 
 

Resilience is defined as “the universal human capacity to face adversity, overcome 
it, and be strengthened or transformed by the experience.”  In the United Kingdom 
and the United States, medical universities have recognized the importance of 
fostering resilience in their students as a crucial quality. This paper provided an 
overview of the background of resilience research, and showed that over the past 20 
years, due to the influence of positive psychology, cognitive-behavioral approaches 
have flourished as a preventive intervention method for adults. Focusing on strength 
in resilience education, we created “Strength Cards” as teaching materials to help 
students recognize and utilize their strengths through both self-reflection and 
feedback from others. We reported on the outcomes of implementing this resilience 
education exercise with first-year medical students.  

 
Key Words: resilience, strength, positive psychology, medical education, mental health 
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称賛がトラウマのある児童生徒に与える影響と背景要因 

 

 

中村有
なかむらゆう
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同志社大学カウンセリングセンター 

 

 

 

トラウマのある児童生徒に対する称賛を用いた効果的な支援を考える上で、称賛の形式、

学級マネジメントにおける位置づけ、および三項随伴性や自己決定理論に基づいた称賛の

影響について検討を行った。自律性や有能感を満たすような称賛は、児童生徒の望ましい行

動を強化し内発的動機を高める効果が期待できる。一方、愛着形成、自己評価能力、自尊心

に問題を抱える可能性のあるトラウマのある児童生徒にとっては、逆効果になる可能性も

あり、児童生徒の特性や状況によって効果が大きく左右されることが示唆された。 

 

 

キーワード：称賛、トラウマのある児童生徒、学級マネジメント、愛着形成、自尊心 

 

Ⅰ．はじめに 

近年、児童生徒の望ましい行動に着目し強化子を提示することで、望ましい行動の増加を

目指す指導が教育現場で日常的に行われるようになっている[1]。称賛はすべての学年の教

師がすぐに使用でき、実行可能で非侵入的な教室の方略である。[2]。伊藤は、このような

生徒指導の方法を“ほめる・認める”生徒指導（以下、このような生徒指導を称賛と標記す

る）と称し、2010 年以降ゼロトレランスに代わり生徒指導の代表として注目されるように

なったポジティブ行動支援（Positive Behavior Support：PBS） などの実践パッケージな

どで取り入れられるようになっているとしている[3]。称賛の対象範囲はユニバーサルに及

び、その中にはトラウマのある児童生徒も含まれている。オーストラリア児童財団

(Australian Childhood Foundation)が作成した児童生徒へのトラウマインフォームドアプ

ローチ(Trauma  Informed Approach ：以下 TIA)のガイダンス書では、称賛について「児童

生徒は過去の人間関係の経験というレンズを通して聞くのではなく、肯定的な強化子とし

て解釈する方法を学ぶことができる[4]」とその意義について触れている。また、児童生徒

の PTSD に対して治療効果が高いとされるトラウマフォーカスト認知行動療法(Trauma 

Focused Cognitive Behavioral Therapy)では、ペアレンティングが構成要素の一つとして

含まれており、その中で基本的な子育てスキルの一つに称賛が挙げられている。このように

称賛は、トラウマのある児童生徒の回復と発達において、サポート的な役割を果たすツール

としての可能性が示唆されている。 

一方、TIAのガイダンス書の中には「トラウマのある児童生徒はほとんど褒められない傾

向があり、実際、褒められてもあまり反応しないことが多い[5]」と触れているものもある。
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これは、褒める点を見つけることの難しさや、称賛が期待する成果をもたらさない場合のギ

ャップについての指摘と言える。実際、教師からは「トラウマのある児童生徒のどこを褒め

てよいのか分からない」「褒めても反応がない、喜んでくれない」という声を聞くことがあ

る。称賛は児童生徒に有効であるという一般的な認識とは対照的に、トラウマのある児童生

徒への効果的な称賛の活用には配慮が求められることが理解できる。 

学校規模におけるトラウマの対応については、トラウマインフォームドアプローチ

（Trauma Informed Approach：以下 TIA）の原則を学校教育領域に組み込んだトラウマセン

シティブスクール(Trauma Sensitive School：以下 TSS)が存在する。TSSは、児童生徒への

トラウマの影響の理解に基づいた生徒指導の枠組みであり、特に北米を中心に普及してい

る。一般に、TSSは反応性モデル(Response To Intervention：以下 RTI)におけるシステム

アプローチを取り入れた多層的な支援を提供する。RTIでは児童生徒のニーズに合わせて支

援が提供され、その効果が評価された上で、最も適切な層での支援が実施される。TSSでは

三層支援が一般的であり、対象者は第一層で学校やクラス全体、第二層で小集団、第三層で

トラウマに特別な対応が必要な個別の児童生徒となる。層が上がるにつれて、支援の内容は

より詳細なアセスメントや外的機関の連携を含む事後的なアプローチとなる。下位層では、

システムレベルの変化や環境への働きかけといった、より広範な予防的なアプローチが取

られる。第一層目の取り組みには、肯定的な学校風土づくりの促進が含まれており[6]、称

賛はこのような風土づくりに大きく寄与すると考えられる。ただし、トラウマのある児童生

徒に対する称賛の影響については、ブログや SNS などのウェブ上において経験的な記述は

散見されるものの、学術的根拠に基づいた文献は、筆者が知る限り存在しない。 

そこで、本稿では、トラウマのある児童生徒に対する称賛を用いた効果的な支援について

考察する。その基盤として、称賛の効果に影響を与えるトラウマのある児童生徒に関連した

要素を抽出することをするために、まず、称賛の定義や形式、称賛が学級マネジメントの方

略に取り入れられるようになった背景に触れ、学校教育における称賛の基本的な側面を概

説する。次に、称賛は効果的であると広く認識される背景と、称賛の受け手の認知理論につ

いて紹介し、トラウマのある児童生徒への称賛の有効な活用を検討する。 

 

Ⅱ．称賛の定義と形式 

称賛の定義は研究により異なる。「他者の成果、行動、または特性に対する明示的な口頭

での肯定的な評価を指し、評価は評価者の主観的な基準に基づく[7]」と言語面の使用を強

調するものがある一方で、「正確さの評価（「よくやった」、「上出来」）に加え、行動の肯定

的な質を示す言葉または身体的な行動[8]」と言語面だけでなく非言語面も含めた定義もあ

る。多くの定義は、対象となる児童生徒の行動や特徴に対する言語的または非言語的な好意

的な注目を含んでいる[2]。称賛は、言語面のみならず非言語面への配慮も求められると言

える。 

称賛に類似する用語として、フィードバックがある[9]。フィードバックは、「システム パ

ラメータの実際のレベルと基準レベルの間のギャップに関する情報であり、ギャップを何

らかの方法で変更するために使用する[10]」「個人のパフォーマンスや理解の側面に関して

エージェント (教師、同僚、本、親、自分、経験など) によって提供される情報[11]」など

と定義されている。フィードバックの種類には主に、結果の正しさを確認する「結果の知識」、

正しい応答を提供する「正しい応答の知識」、戦略的なヒント・説明・具体的な例などの追

加情報を提供する「精緻なフィードバック」がある[12]。このようにフィードバックは基準
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と実際のアウトプットのギャップを埋めたり、自己理解を深めるために用いられる。 

「称賛」と「フィードバック」と比較すると、「フィードバック」は本、ソフトウェアと

いった物、さらには自分自身でも行うことが可能である。一方、称賛は人から人へと情報が

伝達されることが特徴である。また、「フィードバック」は伝達内容が必ずしも肯定である

とは限らず、「称賛」は肯定的であるという点で異なる。 

以上、称賛の定義とフィードバック概念との比較をまとめると、称賛は人から人へと個人

の判断に基づき、肯定的な評価を言語・非言語的な手段を用いて伝えることになる。そのた

め、伝達基準の明確化が難しく、人間関係の影響も受けるため、効果的な伝達に影響が出る

と考えられる。 

称賛の表現形式は、一般的に包括的称賛（Generic Praise：GP）と具体的称賛(Specific 

Praise：SP)に分類される[9]。GP は、児童生徒が行った行動に関する具体的な情報をほと

んど伝えない称賛で、「よくやった！」「頑張った！」のように児童生徒の成果への具体的な

言及がないもの（Unlabeled）と「あなたは本当に賢いね」と成功を児童生徒自身の内的属

性に帰属させるもの(Person)の二つの形式に分けられる。一方、SP は児童生徒徒が望まし

い行動をしたときに、「挙手してくれてありがとう」のように行動に対して具体的かつ肯定

的にほめる行動である。SP には、成功と使用した方略や努力を関連付ける「過程」（例：「よ

くやった。一生懸命勉強したね！」）、課題をうまく習得したことを強調する「習得」（例：

「よくやりましたね！ 課題を乗り越える方法を学びました」）、標準的な成果と比較し児童

生徒の成績について言及を含む「社会的比較」（例：「あなたの算数のテストの得点は、平均

を上回り、優秀です」）、承認を示し児童生徒の行動を明示的に説明する「行動-具体的」（例：

「じっと座ることができていてえらいね」）、「能力」（例：「あなたは算数の能力があるね」）

などのタイプがある。 

 このように称賛には様々な形式が存在し、その効果を最大化するためにはクラスの目

標やそれぞれの児童生徒の生徒指導上の目的に合わせて形式を使い分けることが求められ

ると言える。 

 

Ⅲ．称賛が児童生徒に効果的とされる背景 

先に述べたように、称賛はポジティブ行動支援の中でも活用されている。ポジティブ行動

支援は、主に小中学校での問題行動を軽減し、学習行動を増加させることを目的として、全

米で広まっている。このポジティブ行動支援の原理を学校環境全体にシステム化したもの

が、学校規模ポジティブ行動支援(School-Wide  Positive Behavior Support：以下 SWPBS)

である。日本では特に徳島県が、ポジティブ行動支援を県の教育振興計画に位置付け、県下

全域への横展開と支援体制の強化を図っている[13]。SWPBSは徐々に日本でも展開されてお

り、今後、さまざまな地域での導入が期待されている。 

１．三項随伴性 

ポジティブ行動支援の技法やアセスメントは応用行動分析学の原理に基づいている。こ

の分野では、児童生徒の行動を解釈するために三項随伴性が重要な役割を果たす。三項随伴

性とは、「先行事象（Antecedent）」としての行動を引き起こすきっかけや状況、「行動

（Behavior）」、そして行動の後に続く「結果事象（Consequence）」を含む概念である。行動

の前後関係をデータに基づいて分析し、環境と行動の相互作用を理解するために用いられ

る。「先行事象」には、行動の手がかりとなる「弁別刺激」、行動の動機づけに影響を与える

「動機づける操作（Motivating Operation：MO）」がある。Moは、強化子や弱化子の効果の
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役割を変化させる「価値変更効果」と、特定の行動の増減を促す「行動変更効果」の２つの

機能を有する[14]。称賛は「結果事象」の中でも二次性強化子に該当し、特に強化子として

の力を一定に持ち続ける般性強化子に分類される。称賛による行動の強化の効果は、この三

項随伴性を通じて一般的に説明される。 

２．学級マネジメントとしての称賛 

学級における教師の称賛に関する実証研究は、1970年代から始まっている[2]。学級マネ

ジメント方略に関して言えば、Epsteinらによる小学生の一般的な問題行動を低減する方略

に関する文献レビューでは、以下の 5つの推奨事項が提案されている。その５つは①問題行

動の詳細と、問題行動を刺激し強化する状況の特定、②教室の学習環境の変容、③新しいス

キルの教育および強化による適切な行動の増加・肯定的な教室環境の維持、④専門職の同僚

や生徒の家族との関係の活用、⑤肯定的な相互作用を促進する学校規模の戦略やプログラ

ムの採用である[15]。称賛との関連性では、特に③の推奨事項内で、スキル習得に対する試

みや努力へのフィードバック方略および肯定的な関係性を育む方略として称賛の使用が推

奨されている。さらに、称賛と叱責の配分についても触れられており、適切な行動をした場

合は叱責よりも称賛の量が大きく上回るようにすること、叱責が称賛の量を上回る状況で

は学級マネジメントの方法を見直すことが促されている。また、過度な称賛や注意は児童生

徒に有害になり得るとして、これらの方略を推進する際の教師の障壁についても注意が促

されてる。称賛の効果を最大化するには、叱責の使用を相対化し、教師自身がその使用度を

モニタリングすることが求められていると言える。 

Simonsen らの根拠に基づく学級マネジメントの研究レビューでは、効果的な学級マネジ

メントの特徴として、①教室の構造と予測可能性の最大化、②期待事項の公表、指導、復習、

モニター、強化、③観察可能な方法での積極的な児童生徒の関与、④適切な行動に対応する

ための連続的な方略の使用、⑤不適切な行動に対応する連続的な方略、５つの特徴をあげて

いる[16]。称賛に関連しては、特に④における実証的根拠が高く、 学業行動に対する称賛

が児童生徒の正答率 [17]、 作業の生産性と正確さ[18] [19]、語学および算数の成績[20]、

学業成績 [21]、そして 適切な社会的行動に対しては課題遂行行動[22]、  注意力[23]、コ

ンプライアンス[24]、 肯定的な自己参照発言 [25]、  協同的な遊び[26] の向上に繋がる

ことが示されている。また、称賛の形式については、具体的称賛（SP）の使用が教室での適

切な行動の増加に関連していることが見出されている。 

 レビュー研究から示唆されるように、称賛は学級マネジメントの方略の中でも、特に望

ましい行動を強化する上での使用が推奨されており、三項随伴性の原理を理解することで

より効果的な称賛の使用が可能になると考えられる。 

 

Ⅳ．自己決定理論における称賛 

称賛は望ましい行動を強化するだけでなく、内発的動機づけに対しても影響を及ぼすこ

とが示唆されている。本章では特に称賛と関連性が高いと考えられる自己決定理論(Self 

Determination Theory：以下 SDT)に焦点を当てる。 

１．自己決定理論とは 

 SDTは、人間の動機づけや性格の発達に関する理論である。人間がどのように自分の行

動を自ら調整し、発展させていくか、そしてその過程でどのように内面からの動機づけが作

用するかに焦点を当てている[27]。具体的には、人間には「自律性への欲求」「有能さへの

欲求」「関係性への欲求」という３つの基本的な心理欲求があるとされており、それぞれ、
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「行為を自ら起こしたいという欲 求」「自らの能力を発揮したい欲求」「他者とのつながり

を感じ他者から大切にされたい、 所属惑を持ちたい欲求」を指す。これらの欲求が満たさ

れるとき、人は自律的に行動し、健全な性格の発達が促されると想定されている。外部から

の報酬や指示が、これらの基本的心理欲求に沿う形で提供されると、内発的動機づけは高ま

る。逆に矛盾するような形で提供されると、内発的動機づけは低下する[28]。また、内発的

動機づけは、認知的評価によって促進・抑制の影響を受ける。自分が選択した行動と感じら

れる場合（自律性）、自分の能力や達成感につながると感じられる場合（有能感）は、内発

的な動機づけが促進される。逆に、強制された行動であると感じられる場合、自分の能力や

達成感を感じられない場合は、内発的動機づけが抑制される。例えば、親が強制的に児童生

徒に難しい宿題をやらせる場合、宿題をする行為の自律性や有能感も低く、結果的に内発的

動機づけの低下に結びつく可能性がある。 

２．SDT における称賛 

称賛の認知的評価については、Soenensらがさまざまな要因の影響を想定し、モデルを提

案している[28]（図１）。図１で示されている「称賛を伝えるための言葉」とは言葉遣いの

ことを指す。褒め言葉がより中立的で説明的なもの（具体的なポジティブな行動や方略への

言及など）は情報的価値（informational value）が高く、自律性や有能感に肯定的な影響

を与え、内発的動機づけを高める可能性がある。一方、「～しなければならない」「～に違い

ない」「～を期待する」といったプレッシャーを与えるような言葉による称賛は評価的で行

動を制御する言葉として受け取られ、内発的動機づけを低下させる可能性がある。また、児

童生徒の成果に対して、そこに至る過程を称賛するか個人の資質を称賛するかといった称

賛のポイントに関しても、過程を称賛する方が、個人が今後、障壁に遭遇した際にも対処す

る方略として用いる可能性が高まるため、相対的に有効であると考えられる。「大げさな称

賛」と「現実的な称賛」を同様の原理で説明できる。 

さらにもう一つの要因である「近位な文脈の影響（直接的な対人環境）」は、称賛が提供

される近位的な対人関係の風土のことを指す。賞賛を与える人との間に親密でつながりを

感じていたり、適切な専門知識を持っている人と認識されている場合は称賛をより良いも

のとして解釈する可能性がある。また、自律を支持する対人関係風土の中での称賛はより情

報的価値が高く、制御的な風土の中ではより評価的なものとして認識されやすくなる。最後

の要因である「遠位な文脈の影響」は直接的な対人関係風土を超え、称賛の認知的評価に影

響を与えるもので、学校や部活などの風土やさらには文化も含まれる。 

以上のような認知的評価に影響を与える要因を加味することで、称賛が児童生徒にとっ

て情報的価値が高いのか評価的な価値が高いのか理解でき、称賛の有効性を推測しやすく

なる。 

 櫻井は、発達段階に応じた称賛の異なる影響について考察し、留意点についても触れて

いる[29]。例えば、乳幼児期では、年齢が低いほど児童生徒は称賛を統制的に受け止めるこ

とが少なく、重要な他者からの称賛によって成功感や有能感が素直に高まることができる。

一方、被統制感が見られる場合、重要な他者との愛着形成や信頼感の形成に問題がある可能

性があるとしている。これは、称賛の認知的評価が、児童生徒と重要な他者との対人関係に

よって大きく左右されることを示唆しており、称賛の効果を理解するためには、児童生徒が

置かれている人間関係への考慮が欠かせないことを示している。小学校高学年になると、児

童生徒は現実的な自己評価能力を発達させていくため、称賛は児童生徒が努力して成功し

た際に与えることが適切になる。しかし、養育者や教師から充分な愛情や受容が提供されて
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いない場合、児童生徒は称賛を得るために努力する傾向がある。さらに、養育者や教師が児

童生徒の行動を制御する意図で称賛を与える場合、その真意が児童生徒に伝わってしまう

ことがある。その結果、称賛は児童生徒の自律性や有能さへの欲求を満たすことができなく

なり、逆効果になる可能性がある。一方、児童生徒と養育者・教師間で信頼関係が築かれて

いる場合、児童生徒は称賛が提供された意図について、特に気にせずに受け入れることがで

きる。また、自己評価能力が向上するにつれて、自己報酬を与えたり、失敗に対して自らを

激励する能力が高まり、他者からの賞賛に頼る必要性が減少していくことになる。 

これらの点を踏まえると、称賛の活用を考える際には、「愛着形成」、「信頼関係」、「自己

評価能力」などの発達段階への配慮が求められると言える。 

３．称賛と自尊心 

Brummelmanらは、従来の一方向的な称賛の影響だけでなく、「称賛する側（大人）」と「称

賛される側（児童生徒）」間の相互作用に焦点を当てたトランザクションモデルを提唱して

いる[30]。このモデルでは、大人自身が称賛を自尊心回復の手段として内面化しているため、

自尊心の低い児童生徒の問題解決のために称賛を与える傾向があると想定している。つま

り、児童生徒は称賛されるだけの受動的な存在だけではなく、自尊心の低さから大人の称賛

を引き出す主体的な存在とも捉えられている。一方、自尊心の低い児童生徒にとって、称賛

は逆効果となる場合もある。例えば、低い自尊心は、リスク回避や失敗への恐怖から、注目

を避ける傾向がある[31]。そのような特性のある児童生徒に対しては、個人の資質よりも成

果に至った過程への称賛を行う方がよいが、実際には過程よりも個人の資質を称賛する傾

向があり、これは物事の失敗後の恥ずかしさを増幅させる可能性がある[32]。また、大げさ

な称賛は、児童生徒に高い水準へのプレッシャーを与え、挑戦を回避させ、重要な学習経験

を奪う可能性もあることが示唆されている。 

つまり、自尊心の低い児童生徒への称賛は、大人にとって意図とは裏腹に、逆効果となる

場合があること、児童生徒の自尊心のレベルや心理状態を理解することが求められている。 

 

Ⅴ．おわりに 

本稿では、トラウマを抱える児童生徒に対する称賛を用いた効果的な支援を考えるため

に、称賛に関する基本的な情報と、その効果に影響を与える要素について考察を行った。 

まず、称賛の定義と形式について説明し、学級マネジメントにおいて望ましい行動の強化

には具体的称賛が推奨されていることが分かった。 

内発的動機づけに関連する自己決定理論では、SP を用いた情報的価値の高い称賛は、児

童生徒の自律性や有能感を高め、内発的動機づけを促進する一方、評価的価値の高い称賛は、

自律性を損ない、統制的な刺激として捉えられやすく、内発的動機づけを低下させる可能性

があることが示唆された。さらに、称賛に対する認知的評価は、称賛の表現形式だけでなく、

直接的な対人環境や児童生徒を取り巻く環境や文化によっても影響を受けることを説明し

た。 

児童生徒の特性では、称賛の認知的評価は愛着形成、自己評価能力、自尊心により左右さ

れる可能性があることが示唆された。これらの要因を向上させるには、養育者・教師といっ

た重要な他者との信頼関係の形成が不可欠である。トラウマを抱える児童生徒は、愛着形成

に問題を抱えていることが少なくない。そのため、現実的な自己評価が乏しかったり、自尊

心の低下が見られる場合がある。このような状態の児童生徒に対して、称賛を活用すること

は、児童生徒の成長を促す効果が期待できる一方で、逆効果になる可能性もあるため、注意
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が必要である。さらに、本稿では触れることができなかったが、トラウマのある児童生徒は、

感情調整や人間関係の形成にも問題を抱えていることが多い。そのため、教師にとって称賛

のポイントを見出すことが困難な場合がある。これは、児童生徒が情報的価値のある称賛を

受け取る機会を喪失することに繋がり、困難に直面した際に個人の対処スキルに気づくこ

とが難しくなる可能性に繋がる。 

これらの点を考慮した称賛は、トラウマのある児童生徒への支援において有効なツール

となり得る。しかし、その効果は児童生徒の特性や状況によって大きく左右される。今後、

トラウマを抱える児童生徒への称賛に関する研究を深め、効果的な支援方法を開発してい

く必要がある。 
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The impact of praise on traumatized pupils and background factors 
Yugo Nakamura* 

*Doshisha University Counselling Center 
 

In considering effective support for traumatized children using praise, the form of 
praise, its position in classroom management, and the influence of praise based on three-
term contingency and self-determination theory were examined. Praise that satisfies 
autonomy and competence can be expected to reinforce pupils' desirable behaviors and 
increase intrinsic motivation. On the other hand, for traumatized children with problems 
in attachment formation, self-evaluation skills and self-esteem, it may have the opposite 
effect, suggesting that the effects are largely dependent on the child's characteristics and 
circumstances. 
 
Keywords: praise, traumatized children, classroom management, attachment formation, 
self-esteem 
 



36 
 

「学校安全推進センター紀要」編集・出版基準 
 

学校安全推進センター長裁定 
令和３年１月１日 

 
1 大阪教育大学学校安全推進センター（以下「当センター」という。）の学術論文の発表

誌として、「学校安全推進センター紀要」（Research of School Safety Promotion）（以

下「紀要」という。）を発行する。 
2 紀要は、電子版のみ刊行する。 
3 紀要は、毎年度発行する。ただし、投稿論文（以下「論文」という。）が少数の場合に

はこの限りではない。投稿は以下の部門のいずれかに行うものとする。 
 学校危機管理 
 トラウマ回復 

4 紀要は、Ａ４版（本文の活字は和文、欧文とも 10.5 ポイントとする。）を基準とする。 
5 編集及び出版細目についての審議および実務作業は、別に定める、当センターに設けら

れた紀要編集ワーキンググループ（以下「紀要編集ＷＧ」という。）で行う。 
6 論文の採否については、紀要編集ＷＧにおいて検討する。 
7 前項の検討に基づき、論文の訂正もしくは掲載中止について、学校安全推進センター長

は、紀要編集ＷＧの議を経て、投稿者に勧告することができる。 
8 論文の筆頭著者は、本学教員、本学学生および当センター共同研究員とする。ただし本

学学生が筆頭著者となる場合は、指導教員である本学教員との共著とする。 
9 論文の投稿に際して、筆頭著者として投稿できるのは一号につき一編限りとする。 
10 論文の投稿に際して、連絡責任者は当センター担当教員とする。 
11 論文は、投稿者又は連絡責任者（以下「投稿者等」という。）の意思により、妥当と思

われる部門に投稿することができる。 
12 投稿者等は、論文を別に定める紀要執筆上の留意事項に基づいて作成の上、所定の締切

日を厳守し、当センター事務室へ提出する。 
13 論文は、未発表の原著に限り、完成印刷頁で２０頁以内を原則とする。 
14 紀要に掲載された論文、抄録の著作権は当センターに帰属する。ただし著者は、当セン

ターに事前に申し出たうえで、自己の論文を、複製・翻訳・翻案などの形で再利用する

ことができる。（注：複製とは、出版・転載を意味する。） 
15 投稿者による校正は、初校までとする。 
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学校安全推進センター紀要執筆上の留意事項 
 
この留意事項は、大阪教育大学学校安全推進センターの学術論文の発表誌「学校安全推進

センター紀要」に論文を投稿しようとする人たちへの手引きである。当センターの紀要が一

つの研究発表として一定のスタイルを保つため、この留意事項にご協力をお願いする。 
 
I. 投稿論文の形式 

原稿は Microsoft 社の Word を使用して作成する。校正段階で加筆・補筆の必要がない

よう、完全原稿（本文、要旨、図表とも）で、割付も同時に行ったものを提出する。 
1. 完成印刷頁のレイアウト（和文 40 字×42 行、欧文 70～80 字×42 行）の書式で原稿

を作成する。提出の際、原稿を A４版用紙にプリントアウトしたハードコピーおよび

電子ファイルの両方を提出する（メモリースティック、CD-ROM 等）。データは互換

性のある形式で保存する。 
※原稿・電子ファイルの提出の際には、万が一の事故に備え、必ず執筆者の手元に控

えを残しておくこと。 
2. 図表は本文中に組み込み、完全原稿で提出する。なお、図表の網掛けは鮮明に印刷さ

れないので注意すること。 
 
II. 表題及び本文等の執筆 

1. 記述の項目とその順序 
(1) 表題・執筆者名・所属機関名・受付年月日・抄録・本文・注または参考文献・

謝辞（必要な場合）・要約の順とする。 
2. 表題 

(1) 和文の場合 
① 原稿の 3 行目から記述する。 
② 副題を付ける場合は、主題と同行とせず、左右に 1 字幅のハイフンを付け

る。 
③ 連続報告の場合は、原則として主題の次の行に『第Ⅰ報』のようにロ－マ

数字で記述し、各報の表題があれば続けて記述する。『第Ⅰ報その１』の

ような記述はわかりにくいので避ける。 
④ 本文または要約の欧文タイトルで上記のような一連の論文の場合は、主

題に続き、一字空けて『Ⅰ』『Ⅳ』のように記し、『PartⅠ』『ChapterⅠ』

のような記述はしない。 
⑤ 表題が 30 字を超える場合は、短縮した欄外見出し用の表題を投稿票に記

入する。 
(2) 欧文の場合 
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① 欧文タイトルは『名詞』『形容詞』『動詞』の単語の頭は大文字で統一する。 
② 連続報告の場合は、『（Ⅱ）』のような表現とする。 
③ 表題が 10 語を超える場合は、省略した表題を投稿票に記入する。 

 
3. 執筆者名及び所属機関名 

(1) 執筆者名は、表題（副題のある場合は副題）の下に２行空けて記述する。姓名を

完全に記述し、姓名の上にひらがなでふりがなを付ける。 
(2) 所属機関名は、執筆者名の下に１行空けて記述する。 

○ 所属は本学教員および本学学生については、系（部門名）のみをあげる。 
  原稿提出時点のものを記載する。提出後の変化を記載する必要がある場合は、 
  ＊印に対応して脚注で示す。 
 （例）  専任教員 ：〇〇系（〇〇部門） 
      名誉教授 ：本学名誉教授 
   院生（修了生） ：修士課程○○専攻（修了） 
      附属教員 ：附属○○学校 
       学外者 ：その所属（機関名）を正確に記載 

(3) 共同執筆の場合で所属機関の異なる場合 
① 執筆者名の右肩上に「＊」、｢**｣、｢+｣、｢†｣などの印を付けるが、同一所属

機関の執筆者は同一印とする。 
② 所属機関名は、執筆者名順に記述することを原則とし、執筆者に対応する印

をその左肩上に付ける。 
（例） 
a)和文の場合 

 浅野
あ さ の

太郎
た ろ う

*・伊藤
い と う

次郎
じ ろ う

**・宇佐美
う さ み

花子
は な こ

+ 
 *学校安全推進センター・**大阪大学・+附属池田小学校 
b)欧文の場合 
 ASANO Taro*, ITO Jiro**, USAMI Hanako+ 

 *National Center for School Safety Promotion, **Osaka University,  
 +Ikeda Primary School attached to Osaka Kyoiku University 

(4) 脚注を付ける場合 
① 1), 2)のようにルビ数字を使用する。 
② 執筆者の所属機関表示のために上で述べたような印を使用しない場合は、＊

や+などの印を使用してもよい。 
③ 脚注の説明部分の原稿への記入は、原稿第１頁の下方に必要な行数プラス１

行空けて横線を引きその下に記述する。 
（脚注を付ける例） 
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  a)表題に脚注を付ける場合 
   研究費（科研費など）の出所やグループまたは部門（研究室） 

業績の通し番号を記入する場合。 
  b)執筆者名に脚注を付ける場合 
   論文出版の時点で所属機関の変更や退職等のため、変更後の所属機関 
   名と所在地または連絡先を記入する場合。 

 
4. 受付年月日 
受付年月日の記入のために所属機関名と抄録との間を３行空けておく。 
 

5. 抄録 
(1) 和文の場合：150～300 字にする。 
(2) 欧文の場合：100～250 語にする。 
(3) 抄録の記述は、第二次文献検索用に用いられることも多いので、その論文の目的・

論述内容（結果）及び論議の焦点等を簡潔にまとめる。 
 

6. キーワード 
国立情報学研究所へのデータベース入力のため、キーワードを付ける。 
キーワードの記入位置は、抄録・欧文和文要旨の下に１行空けて「キーワード：」、

「Key Words : 」の欄を設けて記入する。 
● キーワードの付け方について 

キーワードは全体の内容が推測できるように以下の点を留意して選ぶ。 
①具体的な意味のある語句を選ぶ（できるだけ狭義の語を選ぶ）。 
②名詞形を用いる。 
③省略形はその専門分野で広く通用しているものを用いる。 
④複合語や句は慣用されているものを用いる。 
また、英語・独語・仏語以外の言語で表記する場合は、英語表記のキーワードも併

記する。 
 

7. 本文 
(1) 本文と抄録（キーワード欄）との間隔：和文の場合は１行、欧文の場合は２行空

けて書き始める。 
(2) 各章等の順序数字 

①章は、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ等のローマ数字を使用し、行の中央付近に記述し、章が改ま

るごとに改行する。 
②節は、１、２、３等のアラビア数字を使用し、行の左から１字（和文の場合）
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または３字（欧文の場合）空けて記述する。 
 

8. 図表 
(1) 表１（Table1）、図１（Fig1）の文字はゴシック体にする。 
(2) 表のタイトルは表の上、図のタイトルは図の下に入れる。 

 
9. 謝辞 
本文末尾から１行を空け、行頭を１字空けて記述する。 
 

10. 参考文献 
(1) 本文の後（謝辞があればその後）に［ ］にアラビア数字をつけて記載する。 
(2) 本文中には、引用箇所［ ］のアラビア数字で明示し、その番号と参考文献欄の数

字とを一致させる。（文献番号は右肩上に付けず、本文と同列に記述する。） 
 

11. 注 
(1) 注番号は、1)、2)、3)等のように、当該箇所の語句の右肩上に付ける。 
(2) 和文の場合は、各章の終わりに１行空けて入れ、各頁の脚注とはしない。 

 
12. 要約 

(1) 和文論文の場合は欧文で記述する。 
(2) 欧文要約の表題、執筆者名、所属機関名の記述は、上述の 2、3 に従う。 
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